
「長久手市就学援助費事務取扱要綱」の一部改正について 

＊就学援助費新入学児童生徒学用品費入学前支給と所得基準を設定します。 

１ 懸案事項と改正の趣旨 

 「新入学児童生徒学用品費」の支給時期は 5 月末のため、実際に必要な時

期に支給できていません。 

  ⇒ 平成 30 年度（平成 31 年度入学児童生徒）から、入学前支給を行います。

 現在は新規申請の際は担当者が窓口で聞き取りを行い、教育委員会に諮り、

認定の可否を決定しています。このため、申請者は必ず窓口に来なければな

らず、聞き取りにも時間を要するため、担当者の事務負担も増大しています。 

  ⇒ 申請者の利便性向上、担当者の負担軽減・事務の簡素化のため、経済的

に困窮していて「その他」の理由で申請される方に対し、所得基準を適

用します。

２ 改正案 

 「新入学児童生徒学用品費」入学前支給の実施について 

ア 第 2 条（援助対象者）について、「長久手市立の小学校又は中学校に在

学する児童又は生徒の保護者」に「若しくは就学予定者」を加える。

イ 第 8 条（支給の時期）について、「新入学児童生徒学用品費 5 月末日ま

でに支給」に「又は入学年度開始前の 1 月末日」を加える。

★ 9 月に就学時健診のお知らせとともに案内送付、10 月～12 月申請受付、

1 月末に支給を予定しています。 

 所得基準の設定について 

準要保護者のうち、「経済的に困窮していると認められる者」の所得のめ

やすを「生活扶助基準に 1.35 を掛けた金額未満」とします。この所得基準

については、近隣市町の平均を算出し、その水準を参考に設定しました。

家庭状況によって、認定できる所得は変わりますが、めやすとして 2 人世

帯で約 246 万円、4 人世帯で約 328 万円です。要綱には所得基準は明記しま

せんが、ホームページやチラシにて所得のめやすを周知します。 

○所得のめやす（給与所得者の場合） 

世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 6 人世帯 

所得 約 246 万円 約 303 万円 約 328 万円 約 362 万円 約 407 万円 

※ 家庭状況等によって、認定できる所得の額が変わります。 
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長久手市就学援助費事務取扱要綱

 （目的）

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 19 条の規定に基づき、経済

的な理由によって就学困難な児童又は生徒の保護者に対し、必要な援助を与えることによ

り、教育に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機会均等に寄与するため、長久手市が行

う援助（以下「就学援助」という。）について必要な事項を定めるものとする。

 （援助対象者）

第 2条 就学援助の支給対象となる者は、長久手市に住所を有し、又は区域外就学により、

長久手市立の小学校又は中学校に在学する児童又は生徒若しくは就学予定者の保護者で、

次のいずれかに該当する者から長久手市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が認

定する。 

（1）生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 6条第２項の規定による要保護者（以下「要

保護者」という。） 

（2）次のいずれかに該当し、要保護者に準ずる程度に困窮していると教育委員会が認めた

もの（以下「準要保護者」という。） 

  ア 前年度又は当該年度において、次のいずれかの措置を受けた者 

（ア） 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

（イ） 長久手市税条例（昭和 37 年条例第 2 号。以下「市税条例」という。）第 24

条に基づく市町村民税の非課税 

（ウ） 市税条例第 51 条に基づく市町村民税の減免 

（エ） 愛知県県税条例（昭和 25 年条例第 24 号）第 42 条の 40 に基づく個人の事業

税の減免 

（オ） 市税条例第 71 条に基づく固定資産税の減免 

（カ） 国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）第 89 条及び第 90 条に基づく国民年

金の掛金の減免 

（キ） 長久手市国民健康保険税条例（昭和 44 年条例第 10 号）第 25 条に基づく国

民健康保険税の減免 

（ク） 児童扶養手当法（昭和 36 年法律第 238 号）第 4条に基づく児童扶養手当の

支給 

（ケ） 生活福祉資金貸付制度による貸付け 

  イ ア以外の者で、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 保護者が失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録

日雇労働者 

（イ） 経済的に困窮していると認められる者 

 （援助費目及び支給額） 

第 3条 要保護者及び準要保護者（以下「要保護者等」という。）として認定された者に対

（案）



し、次の費目を予算の範囲内で援助することとし、支給額は、毎年教育長が定める。

（１） 学用品費等

   ア 学用品費

     児童又は生徒の所持に係る物品で、各教科及び特別活動の学習に必要とされる学

用品（実験、実習材料を含む。）又はその購入費

   イ 通学用品費

     児童又は生徒が通常必要とする通学用品（通学用靴、雨靴、雨がさ､上履き、帽

子等）又はその購入費

   ウ 校外活動費（宿泊を伴わないもの）

     児童又は生徒が、学校外に教育の場を求めて行われる学校行事としての活動のう

ち、宿泊を伴わないものに参加するために直接必要な交通費及び見学料

 （２） 校外活動費（宿泊を伴うもの）

     児童又は生徒が、学校外に教育の場を求めて行われる学校行事としての活動のう

ち、宿泊を伴うものに直接必要な交通費及び、宿泊費、見学料等

（３） 修学旅行費

 修学旅行に直接必要な交通費、宿泊費、見学料並びに修学旅行に参加した児童生

徒の保護者が修学旅行に要する経費として均一に負担すべきこととなる記念写真

代、医薬品代、旅行損害保険料、添乗員経費、荷物輸送料、しおり代、通信費及び

旅行取扱料金

 （４） 新入学児童生徒学用品費

     新入学児童又は生徒が通常必要とする学用品、通学用品（ランドセル、カバン、

通学用服、通学用靴、雨靴、雨がさ、上履き）又はその購入費

 （５） 学校給食費

     児童又は生徒が受けた給食で、保護者が負担することとなる額

 （６） 生徒会費

     中学校の生徒会費として保護者が負担することとなる額

 （７） ＰＴＡ会費

     小学校又は中学校において、学校・学級・地域等を単位とするＰＴＡ活動に要す

る費用として保護者が負担することとなる額

２ 生活保護法第 13 条の規定による教育扶助受給者には、前項(1)、(2)及び(5)から(7)ま

での費目、同法第12条の規定による生活扶助受給者には(4)の費目については支給しない。

 （援助の申請）

第 4条 就学援助を受けようとする保護者は、毎年度教育委員会が定める日までに、「就学

援助受給申請書（以下「申請書」という。）」（様式第 1号）に、証明書等を添えて教育委

員会へ提出するものとする。 

 （認定）



第 5条 教育委員会は、前条の規定により申請書を受理したときは、その内容を審査し、認

定の可否を決定する。 

２ 前項による認定の際は、教育委員会は、必要に応じ民生委員や福祉課等の長の意見を求

めることができる。 

 （認定の通知） 

第 6条 教育委員会は、認定終了後、「要保護及び準要保護児童生徒に係る世帯票（様式第

2 号）」の 1 部を認定台帳として教育委員会に保管し、残りの 1 部を校長に送付してその

結果を通知する。 

２ 教育委員会は、要保護者等の個人ごとの支給額（実費を給与するものについては、確定

までの予定額）を決定したのち「就学援助費支給計画通知書（以下「支給計画書」という。）

(様式第 3号)を作成し、速やかに当該要保護者等の通学する学校の校長に通知するととも

に、当該保護者にその結果を通知する。 

 （就学援助費の支給方法） 

第 7条 援助費の支給方法は、教育委員会が適切な方法により、金銭又は現物で直接要保護

者等に対して行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、保護者が第 3条に規定する学校諸費用を滞納している場合又

は校長が保護者から受領等について委任を受けた場合は、援助費の支給を学校長への振込

みにより行うことができる。 

 （支給の時期）

第 8条 援助費の支給時期は、次によるものとする。

 (1) 学用品費等 1 学期分 7月 2 学期分 12 月 3 学期分 3月 

(2) 校外活動費(宿泊を伴うもの) 額の確定後速やかに支給 

(3) 修学旅行費 額の確定後速やかに支給 

 (4) 新入学児童生徒学用品費 5 月末日又は入学年度開始前の 1月末日までに支給 

  (5) 学校給食費 1 学期分 7月 2 学期分 12 月 3 学期分 3月 

  (6)  生徒会費 1 学期分 7月 2 学期分 12 月 3 学期分 3月 

(7)  ＰＴＡ会費 1 学期分 7月 2 学期分 12 月 3 学期分 3月

 （年度途中の認定及び取消）

第 9 条 転入学者又は災害等により年度の中途において要保護等の認定を必要とする者に

ついては、第 4条、第 5条及び第 6条の例により、その都度速やかに追加認定等を行うも

のとする。 

  また、年度中途において転出又は死亡等により援助を必要としなくなった場合には、認

定を取り消すものとする。 

  なお、年度中途の認定又は取消しを受けた者の支給額は別に定める。 

 （補助機関） 

第 10 条 給与事務について、教育委員会が校長を補助機関とする場合は、教育委員会及び



校長は次の事務を行うものとする。 

 (1) 校長は、教育委員会が作成した支給計画書に基づき援助費を支給する。 

 (2) 校長は、「就学援助費個人支給明細書（以下「支給明細書」という。）（様式第 4号）

を作成し、支給の都度整理する。 

 (3) 校長は、給与事務が完了したときは、支給明細書及び証拠書類を教育委員会に提出

し、その確認を受ける。 

 (4) 教育委員会は、給与事務の適正な執行を図るため、校長が行う給与事務について検

査を行う。 

 （証拠書類の整備） 

第 11 条 教育委員会(教育委員会の補助機関としての校長を含む。)は、保護者又は業者の

請求書、受領書及び支給明細書を他の関係書類とともに整理保存する。 

（その他） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、平成 6年 3月 1日から施行する。 

 昭和 55 年 3 月 4 日長久手町教育委員会決定の就学援助費に係る要保護、準要保護者の認

定については、廃止する。 

   付 則

 この要綱は、平成 18 年 12 月１日から施行する。 

 この要綱は、平成 24 年 1 月 4 日から施行する。

 この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。

 この要綱は、平成 27 年 12 月 1 日から施行する。 

 この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。



小学校 中学校

① 学用品費 全員 年額 11,420 円 22,320 円 途中認定の場合月割

② 通学用品費 ⑨受給者は対象外 年額 途中認定の場合月割

③
校外活動費
（宿泊なし）

社会見学等
交通費・見学料

1,570 円 2,270 円
左記金額を上限とした
実費

④
校外活動交通
費
（宿泊あり）

キャンプ
交通費・見学料
小５・中２

年１回

⑤ 修学旅行費 小６・中３ 年１回

⑥ 給食費 全員

⑦ 生徒会費 中学生 なし 実費

⑧ PTA会費 全員

⑨
新入学児童生
徒学用品費

４月１日付けで認定
された小１、中１

年１回 40,600 円 47,400 円
受給者は②が対象外
となる

※支給方法　

保護者の口座に振込みします。振込みは、新入学児童生徒学用品費は5月末日（ただし、入学年度開

始前の支給を希望した者は１月末日まで）、校外活動交通費（宿泊あり）及び修学旅行費は額の確定

後速やかに、その他の費用は、年３回各学期末に行います。

就学援助費対象費用等一覧 (H30.4.1改正）

援助する費用 金額
備考

名称 対象等

2,230 円

実費

実費

実費

実費


